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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第１四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成26年７月１日
至平成27年６月30日

売上高 （千円） 448,989 5,858,371

経常利益又は経常損失（△） （千円） △296,782 412,151

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益

（千円） △210,400 216,390

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △320,564 490,742

純資産額 （千円） 3,158,259 3,405,224

総資産額 （千円） 7,526,023 8,735,501

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △102.10 134.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 118.25

自己資本比率 （％） 33.1 30.8

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．第12期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載していません。

４．当社は、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、第11期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額又は１株当たり当期純利益金額およ

び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しています。

５．当社は、平成27年６月29日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、第11期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から第11期末までの平均株価を期中平均株価と

みなして算定しています。

６．当社は、第11期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第11期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載していません。

７．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に

帰属する当期純利益」としています。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間よりセグメントの区分を変更しています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものです。なお、当社は、前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していな

いため、前年同四半期との比較分析は記載していません。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀による継続的な金融緩和を背景に

緩やかな回復基調となりました。一方で、ギリシャ情勢に対する不安や中国をはじめとする新興国の景気減速懸念

が表面化するなど、世界経済は依然として先行き不透明な状況が続いています。

　当社グループを取り巻く環境について、エネルギー関連事業では、平成27年３月以降回復傾向にあった原油価格

が平成27年７月より再び下落したことから、新規プラント建設や既存プラントの設備更新に係るプラント・オー

ナーの投資判断が慎重になる状況が同年７月より続いています。一方で、プラント・オーナーにとって原材料であ

る原油の価格低下はコスト・メリットを享受できる状況でもあるため、人口増加や工業化の進展を背景に、新規プ

ラント建設や既存プラントの設備更新に一定の需要があります。水関連事業では、国内の水道事業体が保有する設

備の更新需要が底堅く存在しています。また、海外では東南アジア等の水不足が深刻な地域で具体的な案件が進行

しています。

　このような状況の中、当社グループでは、収益力の強化と業績の拡大、グループ経営の推進、経営基盤の強化を

基本方針とし、これらの実現に向けて種々の施策に鋭意取り組んでいます。当社グループが成長製品と位置付けて

いる水関連事業のケミレスでは、地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去性能がこれまで立証さ

れていました。加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により認められるなど、除去可能な成分を拡大しており、新た

なニーズが顕在化しつつあります。また、ベトナムにおけるケミレス実証実験の成果を受けて、ＪＩＣＡ「中小企

業海外展開支援事業～普及・実証事業～」の委託事業に採択され、実機の納入を予定しています。更に、当該事業

を通して同国における需要の拡大を図ります。また、当社グループは、平成27年９月に北京で開催されたＩＷＡ

（国際水協会）等が主催するＡＳＰＩＲＥ（アジア太平洋地域における水に関する国際会議）の展示会に出展しま

した。展示会では、当社の技術、製品等を紹介し、世界各国の水の専門家、企業、団体から高い関心を集めまし

た。

　以上の様な取り組みがありましたが、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高448,989千

円、営業損失213,077千円、経常損失296,782千円、親会社株主に帰属する四半期純損失210,400千円となりまし

た。

　なお、当社グループの業績は、エネルギー関連事業および水関連事業ともに、第４四半期連結会計期間に売上の

計上が偏る傾向があり、当第１四半期連結累計期間の業績は低い水準となっていますが、概ね予想通りの推移と

なっています。

 

　セグメント別の業績は、以下のとおりです。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分等を変更しています。

 

　① エネルギー関連事業

新規プラント建設や既存プラントの設備更新に係るプラント・オーナーの投資判断が慎重になる状況が続いて

いる中で、アジアや欧州等の設備更新に対する一定の需要を取り込んでいますが、納期が連結会計年度末付近に

偏る傾向があることから、売上高は313,094千円、セグメント損失は24,337千円となりました。

 

　② 水関連事業

国内における取水設備の更新需要等を確実に取り込むことで受注高を積上げており、売上高は135,895千円と

なりましたが、水関連事業に係る展示会への出展費用が発生したことや研究開発活動に伴う費用の計上等によ

り、セグメント損失は41,574千円となりました。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は7,526,023千円となり、前連結会計年度末に比べ1,209,477千円減少し

ました。これは主に、仕掛品が134,676千円増加した一方で、売上債権の回収により受取手形及び売掛金が721,050

千円減少したこと、現金及び預金が673,790千円減少したことによるものです。

負債合計は4,367,764千円となり、前連結会計年度末に比べ962,512千円減少しました。これは主に、短期借入金

が408,088千円増加した一方で、仕入債務の支払により支払手形及び買掛金が428,212千円減少したこと、私募債の

買入消却等により1年内償還予定の社債が75,000千円および社債が227,500千円減少したこと、未払法人税等が

171,293千円、その他に含まれる未払金が174,767千円それぞれ減少したことによるものです。

純資産合計は3,158,259千円となり、前連結会計年度末に比べ246,964千円減少しました。これは主に、平成27年

７月29日の第三者割当による新株の発行により資本金が36,800千円および資本剰余金が36,800千円増加した一方

で、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が210,400千円減少したこと、為替換算調整勘定

が59,474千円、非支配株主持分が49,330千円それぞれ減少したことによるものです。

 

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに発生した課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は17,869千円です。水関連事業において、

前連結会計年度に引き続き、ケミレスの改良・改善、アブダビ湾岸および中国河北省唐山市曹妃甸工業地区におけ

るハイシスの実証実験に取り組んでいます。

　ケミレスの改良・改善では、地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去性能がこれまで立証され

ていましたが、加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により認められました。

　ハイシスでは、中国河北省唐山市曹妃甸工業地区において、１日当たりの海水取水量を引き上げて、より本プラ

ントに近い環境下で実証実験を継続しています。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,004,000

計 7,004,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,101,000 2,101,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株です。

計 2,101,000 2,101,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年７月29日

（注）
50,000 2,101,000 36,800 787,350 36,800 782,447

　（注）オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資による増加です。

発行価格　1,472円

資本組入額　736円

割当先　ＳＭＢＣ日興証券株式会社

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてい

ます。

 

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　25,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 2,026,000 20,260

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株です。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,051,000 － －

総株主の議決権 － 20,260 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ナガオカ
大阪府貝塚市二色北町１

番15号
25,000 － 25,000 1.22

計 － 25,000 － 25,000 1.22

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例について

　当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、「企業内容等開示ガイドライン24

の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っていません。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,806,696 1,132,905

受取手形及び売掛金 3,129,049 2,407,998

商品及び製品 44,122 15,652

仕掛品 190,869 325,545

原材料及び貯蔵品 616,223 655,866

繰延税金資産 71,545 133,139

その他 221,457 269,497

流動資産合計 6,079,963 4,940,605

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,341,443 1,312,019

機械装置及び運搬具（純額） 429,655 407,204

リース資産（純額） 258,040 241,051

建設仮勘定 13,927 31,744

その他（純額） 86,741 85,692

有形固定資産合計 2,129,807 2,077,712

無形固定資産 362,871 348,447

投資その他の資産   

繰延税金資産 48,682 48,319

その他 114,175 110,938

投資その他の資産合計 162,858 159,258

固定資産合計 2,655,537 2,585,418

資産合計 8,735,501 7,526,023
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 896,498 468,286

短期借入金 1,310,062 1,718,151

1年内返済予定の長期借入金 516,127 502,986

1年内償還予定の社債 185,000 110,000

未払法人税等 174,029 2,736

繰延税金負債 36,676 31,454

賞与引当金 - 27,921

役員賞与引当金 70,750 4,100

工事損失引当金 3,263 729

その他 524,410 283,701

流動負債合計 3,716,818 3,150,066

固定負債   

社債 422,500 195,000

長期借入金 756,249 617,780

退職給付に係る負債 73,895 73,403

資産除去債務 70,148 72,625

その他 290,665 258,888

固定負債合計 1,613,458 1,217,697

負債合計 5,330,277 4,367,764

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,550 787,350

資本剰余金 773,247 810,047

利益剰余金 861,506 651,105

自己株式 △21,000 △21,000

株主資本合計 2,364,303 2,227,502

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 197 △1,160

為替換算調整勘定 327,722 268,247

その他の包括利益累計額合計 327,920 267,086

非支配株主持分 712,999 663,669

純資産合計 3,405,224 3,158,259

負債純資産合計 8,735,501 7,526,023
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 ※ 448,989

売上原価 318,616

売上総利益 130,373

販売費及び一般管理費 343,450

営業損失（△） △213,077

営業外収益  

受取利息 386

スクラップ売却益 3,552

補助金収入 3,788

その他 4,736

営業外収益合計 12,464

営業外費用  

支払利息 12,440

為替差損 54,938

支払手数料 28,014

その他 776

営業外費用合計 96,169

経常損失（△） △296,782

特別損失  

固定資産除却損 150

特別損失合計 150

税金等調整前四半期純損失（△） △296,932

法人税等 △63,457

四半期純損失（△） △233,475

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △23,074

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △210,400
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純損失（△） △233,475

その他の包括利益  

繰延ヘッジ損益 △1,358

為替換算調整勘定 △85,730

その他の包括利益合計 △87,089

四半期包括利益 △320,564

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △271,234

非支配株主に係る四半期包括利益 △49,330
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度につ

いては、連結財務諸表の組替えを行っています。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原

価差異を流動資産（その他）として繰り延べています。

 

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　売上高の季節的変動

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

　当社グループの売上高は、連結会計年度末に向けて完成する工事の割合が高くなる傾向にあるため、季節

的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日）

減価償却費 49,802千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

平成27年５月27日および平成27年６月11日開催の当社取締役会において、オーバーアロットメントによる売

出しに関連して行う、第三者割当による新株式の発行を決議し、平成27年７月29日に払込が完了しました。こ

の結果、当第１四半期連結累計期間において資本金が36,800千円、資本準備金が36,800千円それぞれ増加し、

当第１四半期連結会計期間末において資本金が787,350千円、資本剰余金が810,047千円となっています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

     (単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ エネルギー関連 水関連 計

売上高      

外部顧客への売上高 313,094 135,895 448,989 - 448,989

セグメント間の内部売上高

または振替高
- - - - -

計 313,094 135,895 448,989 - 448,989

セグメント損失（△） △24,337 △41,574 △65,911 △147,166 △213,077

　（注）１．セグメント損失の調整額△147,166千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用

は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員および管理部門に係る人件費、経費等の一般管理費です。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更等）

　当社グループのセグメント区分は、従来、「エネルギー関連事業」、「取水関連事業」および「その他」として

いましたが、業績拡大に向け、平成27年７月１日付で組織を変更したことに伴い、当社グループの企業活動の実態

に即した、より適切な開示を行うことを目的として、当第１四半期連結会計期間より、「エネルギー関連事業」お

よび、従来の「取水関連事業」と「その他」を合わせた新たな「水関連事業」の２つをセグメント区分とすること

にしました。

　当該セグメント変更は、これまで「その他」に含めていた、当社が成長製品と位置付けるケミレスおよびハイシ

スが、今後、収益の獲得が見込まれるため、新たな体制で積極的な営業展開を図ることを目的とするものです。そ

のため、今後、当社では、ケミレスおよびハイシスを「その他」ではなく独立した事業として認識するとともに、

親和性のある従来の「取水関連事業」と合わせた新たな「水関連事業」として捉え、業績評価の基礎とすることに

しました。

　また、当該セグメント区分の変更に合わせて、従来合理的な配分基準により各セグメントに配分していた全社費

用について、各セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、これを配分しない方法に変更しています。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △102円10銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△210,400

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）
△210,400

普通株式の期中平均株式数（株） 2,060,783

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

金額であるため記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月11日

株式会社ナガオカ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土居　正明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅　潔　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナガ

オカの平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナガオカ及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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